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1. 研究背景と目的 

近年，商品のコモディティが進む中，商品の品質や機能

だけでなく，顧客の体験価値や，個人の趣味嗜好を考慮し

た訴求方法が求められている．その中でも，コモディティ

化からの脱却手段として，「ブランド」の有効性が広く知

られており，ブランドの効果を高める上で，顧客の広告体

験が欠かせない要素となっている．現に，ブランドの知名

や理解を高めるだけでなく，ブランド価値を顧客に正しく

伝達する広告の重要性が指摘されており[1]，インターネ

ットや SNSなどの身近な伝達手段においても，ブランド

価値向上を目的とした広告(ブランディング広告)が拡大

している．例えば，インターネット広告におけるブランデ

ィング広告は，企業が提供する商品やサービスの認知向上，

ブランド力強化などを目的とした広告として広く活用さ

れている．その中でも，動画を通じた広告は，ブランドの

価値観や意義を伝達しやすいことから，ブランド戦略に大

きな効果が期待できる．しかし，動画を含めたインターネ

ット広告におけるブランディング広告は，広告特徴が多様

かつ，その特徴に応じて発信されるブランドに関連するメ

ッセージも多様であるため，どのようなメッセージの発信

がブランド態度を形成し，購買意欲につながるか可視化で

きないことが課題点として挙げられる[2]．そこで本研究

では，動画によるインターネット広告において，メッセー

ジ性の異なる 3種類の広告を取り上げ，そこから発信され

るブランドメッセージの伝達度合がブランド態度形成を

通じて顧客のロイヤリティ形成や購買意図に与える影響

を明らかにすることを目的とする． 

2. 従来研究 

広告の反応プロセスについて，Batraら[3]は，広告の視

聴印象が広告態度，ブランド態度，購買意欲に影響を与え

ることを示している．また，Dehghaniら[4]は，YouTube

広告において，広告の特性がブランド認知や購買意欲に影

響を与えることを明らかにしている．しかし，Dehghani

ら[4]の研究では，ブランド態度形成の段階までは検討で

きておらず，ブランドの事前知識や好意度，YouTube媒体

に対する態度に関しても考慮されていない．一方，ブラン

ドに関する研究において，杉谷[5]は，強力なブランド構築

のためには，ブランドの意義やベネフィットを適切に伝達

することが重要であると述べている．しかし，Batraら[3]，

Dehghaniら[4]の広告反応モデルにおいては，ブランドの

意義や価値が視聴者に伝達されているか，またブランドの

メッセージが伝達されたことにより，広告印象やブランド

態度にどのような影響を与えるかが考慮されていない．そ

のため，インターネット動画広告において，ブランドメッ

セージの伝達を考慮した，広告認知から購買意欲までのモ

デルを構築し，広告メッセージの違いによる視聴者の広告

反応プロセスを明らかにすることが重要である. 

 

図 1. 本研究の広告反応プロセスモデル 

3. 本研究の提案 

3.1. 研究概要 

本研究のモデル概要を図 1に示す．ブランドメッセー

ジの伝達度合が広告印象とブランド態度形成に影響を与

え，最終的に購買意欲を形成するという仮説を置き，モ

デルを構築した．このモデルは視聴者が YouTube広告・

ブランドに対して事前に持っている好意度を考慮した，

広告を認知してから購買意欲を生じさせるまでの広告反

応プロセスモデルである．ここで，広告のメッセージ伝

達度が広告印象，ブランド態度形成を通じて，最終的に

購買意欲に与える影響を具体的に明らかにするために，

本研究では，同一商材について異なるメッセージ性を持

つ，3種類の広告例を使用する．その上で，異なる広告

のメッセージが，メッセージ伝達度を通じて，上で述べ

た要素にどのような影響を与えるかを明らかにする．ま

た，図 1のように，メッセージ伝達度を考慮した視聴者

の広告反応プロセスについて，異なるメッセージ性を持

つ 3種類の広告ごとに 7の影響関係仮説を立てた． 

3.2. 研究方法 

メッセージ伝達度を考慮した視聴者の広告反応プロセ

スについては共分散構造分析を用い，IBM SPSS Amos 28

を利用して分析を行なった．購買意欲に影響を与える要因

においては，一元配置分散分析，数量化理論Ⅱ類を用いた． 

3.2.1. 研究対象選定 

広告の調査には嗜好性が低く，コモディティ化が進んで

いる製品など，広告で差異をつけられるものが適している

ことから，飲料を対象とする．飲料の中でも，ビール業界

は新製品の開発競争が盛んであり，新製品のブランド形成

をいかにして行うかが重視されていることから，アサヒビ

ールの新ブランド「ビアリー」を対象とする[6]．また，企

業が自社のブランド価値を高めるために伝達すべきメッ

セージ要因として，①ブランド全体のイメージ理解，②ブ

ランドの効能理解，③ブランド自体の性能理解が重要であ

ると考え，上記のメッセージを伝達する広告として，以下

3つのインターネット広告を選定する．①芸能人を起用す

ることで，ブランド全体のイメージを感覚的に伝達する

「芸能人起用型広告」，②利用シーンを描くことで，ブラ

ンドの利用体験や効能を伝達する「利用シーン型広告」，

③商品の特性を説明することで，ブランド自体の性能を伝

達する「商品説明型広告」． 

3.2.2. 検証データ 

データは，2021年 11月 24日～26日に Questant を用



 

 

いたインターネットアンケート調査の結果を用いる．商材

がアルコール飲料であること，YouTube の使用年齢層を

踏まえ，20-40代の男女 210名の回答を対象とした．観測

変数は，河原[7]を参考に広告印象計 7 項目，久保[8]を参

考にブランド態度形成計 4項目を採用した．また，メッセ

ージ伝達度は，対象とする商材のウェブサイトからブラン

ドアイデンティティとなるメッセージ 3項目を抽出し，使

用した．なお，質問項目は全て 6段階尺度で回答を得た． 

4. 分析結果 

4.1. 広告特徴ごとの共分散構造分析モデル 

共分散構造分析の結果を表 1,2に示す．モデルの適合度

はいずれも問題なかった．表 2 の仮説 H6，H7 より，メ

ッセージ伝達度は広告印象とブランド態度形成に直接的

に正の影響を与えた．また，仮説 H5より，ブランド態度

形成が購買意欲に直接的に正の影響を与えたことから，メ

ッセージ伝達度は間接的に購買意欲に正の影響を与えた． 

4.2. 購買意欲に影響を及ぼす要素の抽出 

購買意欲の平均値に対する一元配置分散分析の結果か

ら，広告特徴ごとのグループ間には 10％有意水準でも有

意な差は見られない一方，視聴者の年齢や性別に基づくグ

ループ間では，グループ間の平均値の違いが大きく，それ

ぞれ 5%水準，1%水準を満たし，有意な差が見られた．ま

た，購買意欲を目的変数とした数量化理論Ⅱ類の結果から，

購買意欲に最も影響を与える変数がブランド態度形成の

観測変数である「愛着」であることが明らかになった． 

5. 考察 

表 2の H7より，インターネット広告において，ブラン

ド全体のイメージを感覚的に伝達する「芸能人起用型」の

広告よりも，ブランドの効能や性能を論理的に伝達する

「利用シーン型」「商品説明型」の広告の方が，メッセー

ジ伝達を経てのブランド態度形成につながりやすいと考

えられる．また，一元配置分散分析の結果より，広告の特

徴は購買意欲には強い影響を及ぼさず，年齢や性別などの

視聴者属性が購買意欲に大きな影響を及ぼすことから，イ

ンターネット広告における購買意欲に関しては，広告の特

徴よりも視聴者セグメントの分析が重要な意義を持つこ

とが指摘できる．加えて，購買意欲に大きな影響を及ぼす

変数である「愛着」の形成に最も効果的な広告は，「利用

シーン型」の広告であった．そのため，視聴者にブランド

の効能や使用体験を伝達することが，購買意欲を高める上

で効果的であると考えられる．一方，表 2の H4より，「商

品説明型」と「芸能人起用型」の広告は，広告印象を経て

のブランド態度形成には大きな影響を与えることが考え

られる．そのため，視聴者の好意的な広告印象・ブランド

態度を形成するためには，ブランド商品の性能を論理的に

示すことや，芸能人の起用などを通じて，ブランドイメー

ジを体現する広告を発信する事が有効であると考えられ

る．以上のことから，広告のメッセージ性によって，ブラ

ンド態度を形成するプロセスは異なるものの，ブランドの

効能や利用結果を論理的に伝達する広告が，ブランドメッ

セージを視聴者に伝達し，ブランド態度及び購買意欲を形

成するためには有効であると考えられる． 

表 1. 各モデルの適合度指標 

 

表 2. 仮説の有意確率 

 

6. 結論と今後の課題 

本研究では，ブランドメッセージの伝達を考慮した広告

認知から購買意欲の形成までの広告反応プロセスを明ら

かにし，その形成に影響を与える要因を検証した．また，

メッセージ伝達の手段として有効な広告を明らかにした

ことで，企業が広告を通して自社のブランド価値を効果的

に伝達し，購買につなげる広告設計に寄与できる知見が得

られた．加えて，本研究の課題として，インターネット広

告ならではの視聴者セグメントを反映した対象の選定や，

企業が広告のメッセージに込めた意図をモデルに考慮で

きていない事が指摘できる．そのため，これらの要素を考

慮したモデルの再構築と実証が今後の課題である． 
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